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福島原発事故と原発の廃炉等
―各国の経営者らの相対立する判断―
日 向　 健
１．はじめに
原発の廃炉と、使用済み核燃料の再処理及び、
その際発生する核廃棄物の処理、これらの問題
は未解決のままである事は周知である。しかし、
正面から検討することは避けられてきた、解決
策が得られないか、得られるとしても非常に困
難（技術的、経済的、社会的、様々な要因があ
る）であることがその原因である。とはいえ、
放置することは最早できない事である事が明瞭
になってきている１。
筆者は、原子力損害の賠償に関する法律（1961
年、国会で可決成立、同年施行された）の制定
過程について書いた２。行論の必要上、関連の
あるところを要約しておく。
原子力損害の賠償に関する法律の原案を作成
した専門委員会の責任者は我妻栄で、同氏は成
立したこの法律が、原案とは異なる発想の下に
手を加えられた事を残念に考え、その経緯をジ
ュリスト 1961.10.15. 号に座談会記録と自らの
エッセイを付して残した。
要点。福島原発事故で問題になったが、同法
３条１項は原子力事業者の免責を定めている。
これに該当すると判断されれば、同事業者たる
東京電力は、損害賠償の責を免ぜられる。代わ
って国家がその賠償責任を負うはずである。し
かし 16 条では、賠償額が賠償措置額を越える
場合等、国は、「原子力事業者が損害を賠償す
るために必要な援助を行う。」としている。損
害賠償を行う法的主体が存在し、それを国が援
助する、というわけである。東電を破産処理し、
政府が賠償するという施策は採りがたい事にな
る。また、東電が発行した社債は、電気事業法
で、「電気事業者が発行した担保付債券〔社債
のこと。〕」は他に優先して弁済されると、規定
され、保護されている。原子力損害の賠償と競
合する虞がある。なお発行残高は約５兆円で銀
行が保有している（朝日新聞、2013 年 12 月 16
日。主要金融機関 11 社の東電への融資額一覧
参照。）。これも東電を破産処理する事を困難に
している。優良資産である送電線網、石油、天
然ガス、水力プラントを売却して賠償資金を、
破産管財人が確保したとしても５兆円は社債弁
済に優先して投入される。これら優良資産は、
中部電力・関西電力等が公的資金融資をうけて
買収すればよいのだが。
我妻栄は、原子力事業者に３条の免責が適用
される場合、国家がその賠償の責に任ずる、と
いう趣旨で原案を作成した（前出、座談会記録
の前に付された我妻論文、参照。同誌６～10
ページ）。しかし反対意見が出、それは、以下
のようであった。即ち、国の財政支出原則とし
てまたその財政支出の役割として、国が第３者
たる被害者に、直接賠償責任を負うというよう
な前例は、明治以来ないうえに、このような前
例は原子力産業発展を阻害する虞がある。被害
者保護は法の目的に入れるべきではなく、原子
力事業の健全な発展に資するべく「国が事業者
に対して損害賠償が経営を破綻させることなく
行われるように援助するというような思想であ
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るべきだ。３」と。
２．原子力事業を有する企業の態度
日本の企業が原子力発電の技術を導入したウ
ェスティング・ハウス、GE について。現在（2013
年）前者は東芝の子会社であるし、GE は日立
と企業連合を組んで原発事業を行っている。
日本は原子力損害の賠償に関する法律４条で
plant の製造・設計事業者を事故につき、責任
集中制によって免責している。つまり、原子力
事業者（福島の場合、東電）に賠償の責に任ず
る旨、限定している。福島の原子炉の設計は
GE、製造は東芝、日立。この制度は世界で共
通なわけではない。後述のようにインドの法律
は異なる。日本と違いインドのように原発の
plant メーカーに、事故に際しては厳しい賠償
責任が課される場合、当該のメーカーも負う賠
償額は膨大な額になる虞がある。
GE の会長兼 CEO であるイメルト氏は、後
述のように「原子力事業」は「国家事業である」
と述べており、GE の事業の柱と見ていない。
東芝・WH、日立・GE 連合の輸出した原発
の事故の場合、賠償主体、賠償額、これらはど
のように責任分担がなされるのか。
福島原発事故の終息はいまだ不明である。時
期も賠償額その他も。また更に、原子力政策を
推進するのか、脱原発とするのか。これらの重
要事項が触れられないまま、再稼働を求める声
が強い。もっとも自由民主党元総裁で元首相が
脱原発即時廃止を唱えたので大きな反響を呼ん
だが、現政権（2012.12. ～、自民党安倍政権）
は原発輸出のトップセールスを行っている。し
かし原発政策の明確な基本方針は公表されてい
ない。2013 年秋の国会での論戦で明らかにな
ろう。（らなかった。2014. 2. 7. 追記）
ここでは、福島原発の原子炉を設計した GE
社の、現在の会長兼 CEO（2001～）であるイ
メルト氏が原子力産業をどのようにみているの
か、みてみる。インタヴュ―に示される判断や
方針は状況が変われば変わるものである事を考
慮しなければならない。以下要約する４。
はじめに、同氏は、アメリカ国内の経済に企
業回帰が見られ、GE 自身も製造業回帰を柱と
する成長戦略を掲げている旨述べる。アメリカ
経済に、この 30 年で起きた事として、製造業
の競争力を劇的に変えたのが、１：生産費に占
める人件費の割合の低下（労働生産性の大幅な
向上を、GE バーモント航空機部品工場を例と
して挙げている。ここでは従業員数は 30％増
加したが労働生産性は２倍になった、と。勿論
ドル、金額で測っていることに注意。）及び原
材料費の割合の増大、２：新技術の登場（3D 
プリンターなど）、３：国内市場向け製造業の
回帰。（略）。シェール・ガス革命についても勿
論触れ、アメリカ企業の優位化を語っている。
原子力事業に関係するのでこの部分も紹介して
おく。天然ガス価格が低下すれば原子力発電の
優位は消えるのだから。（以下カッコ内は引用
者。しかもこの原発の優位は、原発で事故を起
こさない場合かつ使用済み核燃料の再処理・廃
炉・廃棄物処理場の費用ゼロと仮定した場合で
の「優位 = 安価」なのだから。後出、注 10 参照。）
イメルト氏は言う。「メキシコを含む北米地
域は莫大な量のエネルギーを手にした。アメリ
カの天然ガス価格が 100 万英国熱量単位 BTU
当たり３ドル、日本で 18 ドルとして計算する
と、大きな製鉄所の電力料金（1KWH）はアメ
リカ 0.05 ドル、日本その約３倍。（為替レート
の変動があるので、2013 年 10 月 12 日のレー
トを示しておくと、１ドル 98 円、以下、切り
捨て。引用者）。この差は競争力に大きな影響
をもたらしている。」
では原子力事業についてどのように判断して
いるか。
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「私に言わせれば、いまの原子力事業は『国
家事業』だ。つまり、商業的には成り立たない
ということ。ただ、我々は原子力事業を維持し
将来への投資も続ける。将来大きな役割を担わ
ないとは言い切れないからだ。」
以上、注４に示す通り、日本経済新聞 2013
年 10 月 10 日㈭から。2012 年８月７日、同紙
でも既に同様の認識を示し反響を呼んだことは
周知であろう。また WH についていえば「1999
年に原発部門を商号と共に英国核燃料公社
BNFL に売却（本体は系列の米放送大手 CBS
を主力事業に、社名も CBS に変更）2006 年に
東芝が BNFL から WH を買収し、傘下に収め
た。要するに 13 年前から WH は“外資”を親
会社に持つ米国企業であり、現在では東芝の子
会社ということで日本勢の一角ともいえる。」
同、2012 年８月７日。（閲覧、2013.10.30.）
旧 W. H., GE の経営者は原子力産業のリスク
は民間企業には負いきれない、と判断している
ようだ。日本の産業界指導者らとは随分、異な
る判断をしている。東芝は WH 社の原発部門
を買収し子会社化して原発輸出を事業の柱に育
てようとしている。アメリカの原子炉メーカー
の１つである GE 社の会長兼 CEO は引用した
ように逆の判断である。ただし GE 社は日立と
組んでインドに原発を輸出しようとしてい
る５。（原発事故が発生した場合の賠償責任の
負い方についての契約内容は不明。この記事の
インタヴュアーは何も、この点には触れて質問
していないようである。）
日本では、2012 年 12 月成立した安倍政権の
もとで、政府・産業界は原子力発電所輸出に熱
心だが、別の問題がある。三菱重工業がアメリ
カ、カリフォルニア州のサザン・カリフォルニ
ア・エジソン社 SCE の原発に納入した蒸気発
生器の不具合発生で、SCE はサンオノフレ原
発の２号機３号機を廃炉にすることになり、三
菱に賠償を求めるという６。同社の三菱重工へ
の賠償請求額は 40 億ドルで、三菱重工の年間
最終利益（2013 年３月期 973 億円）の４倍に
のぼる。
福島原発の原子炉を設計したのは GE 社だ
が、日本の原賠法４条は責任集中制をとり、前
述のように原子力事業者のみ責任を負う、と定
めている。従って GE の設計で plant を製造し
た日立、東芝は賠償責任を負わない７。三菱重
工の場合、蒸気発生器の不具合だが、契約上の
問題があるが、結局、賠償に応じざるを得ない
のか否か、不明である（2013 年 10 月 11 日現
在。）。原発輸出を促進する政策をとるなら、こ
うしたことへの配慮が必要である。蒸気発生器
の不具合で、初めは約四百億円の賠償というが、
原子炉の廃炉となると、その賠償まで負う事に
なり先に示したとおり賠償請求額が三菱重工の
年間利益の４倍の、40 億ドルにもなる。これ
は単に廃炉の場合である。過酷事故が起きた場
合、事故責任を問われるが、被害の規模・期間
等が異なるので賠償額の規模が、一体いかなる
賠償金額になるのか。
元来、国によって原子力損害賠償法は異なる。
更に、東芝と日立は GE と基本的に異なる方
針で原子力事業を展開しようとしている事は、
既にみた（日立は GE と企業連合を組んでイン
ドへ原発を輸出しようとしているのだが）。具
体的にはどういうことか。
３．原子力事業を有する企業の態度２
東芝は WH の原発部門を子会社とし、さら
に英国で原発建設を計画している事業会社を買
収しようとしている。買収予定金額 100 億円超。
実現すれば同社が原発事業会社を買収するのは
初めてである。
「発電事業は電力会社などに委託するが、原
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発の建設だけではなく長期的な保守点検に自ら
取り組むなどして安定的な収益を得たい考え
だ。８」即ち、原発の設計製造だけでなくその
運用保守までも担当する事業に展開しようとし
ている。日立も同様の経営方針を選択している。
同じ英国で 2012 年 11 月、原発事業会社「ホラ
イズン・ニュークリア・パワー」を約 850 億円
で買収した９。
ここでも GE と、原発部門を分離売却し社名
まで変更した WH（現社名 CBS）、これら２社
の経営方針と日本勢（東芝、日立）のそれは真
に対立的である。
アメリカでは安価な天然ガスによる火力発電
が急増して、WH が納入予定だった原発新設計
画が頓挫したケースがある 10。
インドでは、重大事故が起きた場合、建設し
た企業にも賠償責任が生じるという。原子力事
故の損害賠償法が国によって異なっているのだ
（前出）。この事が障害となって現地の受注交渉
は進展していないという 11。ただし、インド政
府は、このインド国内法（原子力損害賠償法）
の法的解釈を変更し、不足する電力供給を増大
させようとしている、つまり原発輸入を促進し
ようとしている。
いずれにしても、日立、東芝共に原発プラン
トの設計製造だけでなく、その運用保守まで担
当していく事業形態を選んでいる。そのため電
力事業者までをも企業買収していく、そういう
事業展開をめざしている。
外国企業の原発建設の例：インドの場合 12。
インド政府が外国企業による原発建設につき、
方針転換した。これまでネックとなっていたイ
ンド国内法、「原子力損害賠償法」の解釈を変
更した。米印首脳会談（2013 年９月 27 日）で「米
国企業による原発建設に向けた政府間手続きの
開始で合意」した事を受けての措置であった。
これまでは、事故が発生した場合の設備供給者
の「製造者責任」を厳しく定めていたが、電力
不足もあり、これを緩和した。元来この原子力
損害賠償法は 1984 年のボパールでのアメリカ
企業ユニオン・カーバイド社のインド子会社の
工場（農薬製造）から有毒ガスが漏れ多くの死
者を出した事故と、チェルノブイリ原発事故を
教訓に制定された。2013 年９月初めインド政
府の司法長官は「賠償請求権の行使を希望する
どうかは、原発の運営者が決められる」という
法解釈を示した、とのことである。「事故の状
況や責任の所在によっては、運営者が賠償請求
権を放棄する場合もある事を示した。」
この方針転換の背景には、インドの深刻な電
力不足がある。インド「政府は 2020 年までに
原発を 18 基建てる計画を掲げるが、原子力損
害賠償法に縛られたままでは立ち行かなくな
る」という判断があった、と記者は書いている。
今回の、このインド政府の方針転換は「日印原
子力協定」にも大きな影響がある。なぜなら現
在の WH であれ GE であれ、またフランスの
原子力企業は「日本製の原発関連部品を」使用
しており、「日印協定がないと、インドでの原
発ビジネスが進まない」。（以上、日本経済新聞
2013 年 10 月 13 日）。（福島原発事故の後、イ
ンドで完成すると国内最大級の原発建設が開
始。国産。インドの原賠法の制約による、との
こと。上記解釈では解決できない、とみられる。
毎日新聞 2014. 1.16. 2. 7. 追記。）
ドイツではどうであろうか。ドイツのメルケ
ル首相は、原発容認派だったが、福島事故で大
きく脱原発へ舵を切った事は良く知られている
だろう。福島原発事故の半年ほど前、SPD 政
権シュレーダー首相の時に決定した脱原発の予
定を 14 年先延ばしする旨、決定したが、事故
後直ちに稼働年数の多い７基を停止させ、故障
で修理中の１基も停止、計８基を停止させた。
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ドイツの原発は全 17 基である。2013 年の選挙
で勝利を収めたが、過半数には達せず連立政権
となるが、同首相は脱原発を堅持するようであ
る。2022 年までには全原発を停止させる。勿論、
欧州の送電線網は接続しており、ドイツが脱原
発といっても電力が不足する場合、このネット
ワークを通じて電力供給の大半、７割前後
（2013）を原発に依存しているフランスなどか
ら輸入するわけで、日本とは事情が異なる。と
はいえドイツ政府は脱原発を選択した。
ドイツの経営者の判断はどうであろうか。全
17 基の原子炉の建設に携わったシ - メンス社長
のレッシャ―氏はメルケル政権の政策変更に対
応して、原発事業から全面撤退を決定した。
（2011 年）。
原発事業に携わっている先進国の中でみるだ
けでも、これら諸国の政治家、経営者の間でこ
のように原発事業への評価が異なる。
４．福島原発事故：汚染水などとは別の
技術的重大問題
技術的なことを除いて原発事故の対処を整理
してきたが、中長期的に重大な意味を持つ技術
的な問題を紹介しておく。汚染水処理など日常
的に新聞報道される事とは別問題である。
メルト・ダウンした原子炉の中は現在でも
（2013.10.11）不明である。再臨界を起こさなか
ったのは僥倖にすぎなかったかもしれない。物
理学者の小嶋氏が述べている。
「去年７月（2012 年７月のこと、引用者）に、
経済産業省で行われた『福島第一原子力発電所
事故に関する技術ワークショップ』での報告は、
大変ショッキングなものであった。
このワークショップでは、2011 年３月 11 日
の原発事故の直後にウランの核分裂連鎖反応の
再臨界が起きる可能性があった事が議論されて
いる。綿密な計算結果から連鎖反応の可能性が
高かったにもかかわらず、なぜか大規模なウラ
ンの核分裂連鎖反応が起きなかった。しかしこ
の幸運は、海水の注入により、予想もしなかっ
た塩素（正確には塩素系同位体の一つ塩素
35）の中性子吸収効果という、まったくの偶然
に助けられた結果だったと結論している。さら
に、この驚くべき事実に関する一般への報道が
十分にはなされていない、というのも驚きであ
る。　過去２年、放射能汚染の議論・報道が毎
日のマスコミを賑わしている反面、さらに深刻
な再臨界の議論が専門家の間ですら皆無に近
い。しかし、1972 年９月フランス原子力庁が
発表したガポン共和国（アフリカ）での『オク
ロ天然原子炉』発見は、再臨界が原子炉内に限
らず自然界でも起きる事を証明した。福島第一
原発１号炉のメルトダウンしたウラン核燃料が
現在どのような状態なのかよく分かっていな
い。13」のである、しかも溶けて１号原子炉か
ら漏れ出した総量は約 35 トン。このウラン燃
料は溶融した周りの物質と混ざり合い複雑な組
成のデブリとなって原子炉の下にたまっている
とみられる。放射線量がきわめて高いので詳し
くその状態を知ることは難しい。しかし小嶋氏
は１号炉の核燃料の状態は、むしろ「オクロ天
然原子炉」の「火元」になったオクロ・ウラン
鉱床の状態に近い可能性も否定できない、とし
ている。なぜか。それは以下の事実による、と
いう。「1972 年フランス原子力庁は、かつてフ
ランスの植民地だった赤道直下のアフリカにあ
るガポン共和国のオクロ鉱山から産出されたウ
ラン鉱石がきわめて異常な同位体組成を持ち、
その同位体組成は現在の原子炉で使用済みのウ
ラン燃料の燃えカスと酷似している、と発表し
た。さらのその同位体異常は 20 年ほど前に黒
田が予言した天然原子炉仮説でほぼ完全に説明
出来る、と結論した。14」からである。
技術的な事は専門家の判断に待つしかない
が、再臨界という厄介な問題が存在することを
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忘れてはならないだろう。毎日の様に報道され
る汚染水の事とは次元を異にする問題なのだ。
東海村で起きた再臨界事故とは比べ物にならな
い規模の問題でもある。１号原子炉のメルト・
ダウンによって漏れ出したのは「約 35 トンの
ウラン燃料」なのだから 15。
ただし、小嶋氏はこの報告に対して、どんな
討論がなされたかについて紹介していない。
様々な議論があったと思われる。小嶋氏の文章
からは報告者が誰であるは判然としないが、む
ろん氏本人である 16。
５．福島原発処理と廃炉
2013 年８月７日、政府の原子力災害対策本
部の会合で、安部首相は福島原発の「汚染水問
題は喫緊の課題。東電に任せるのではなく、国
としてしっかり対策を講じる。」と述べ、同日
官房長官も同様に汚染水処理に「国費」を投入
することに理解を求めた。元来、「同原発の廃
炉費用は事故を起こした東電の負担が原則」と
してきた政府が、国費投入に踏み込んだ 17。
これは緊急避難的措置か、あるいは大きな原
則的変更を意味するのか。汚染水問題にとどま
る問題であろうか。原子力損害の賠償に関する
法律（原賠法）制定時の事情からすると、後者
ともとれる。元来、原発の過酷事故を一民間企
業に処理できるだろうか、福島事故の処理にあ
と何年かかり、いくら処理費用が生じるか、こ
れらは不明である。こうした事故がない場合で
あっても、廃炉処理費用、使用済み核燃料の再
処理費用（核燃料サイクルを目指すなら再処理
は不可欠）、核廃棄物の最終処分費用およびそ
の処分場建設費用とその維持費用、これらはい
まだ不確定なままである。六ヶ所村再処理工場
は建設以来、故障続き、また、商業炉・大型軽
水炉の廃炉、解体処理は日本では経験がない。
あるのは日本原電の東海原発 16 万 6000kw の
みで、これはまだ完了していない。1966 年運
転開始 1998 年終了。2001 年廃炉に着手。2021
年完了予定 18。
それ以前に、停止中の原発の再稼働は何基可
能なのか。また原発の経済性はどうであろうか。
Peak-Oil は 2005 年 頃、 だ と い う 説 も あ る
が 19、その一方で Shale Gas,Oil の産出でアメ
リカがエネルギー輸出国になることなど数年前
までは予想していた人は少ないだろう。経済性
の判定は難しい。しかしエネルギー収支での比
較はできる（ERDA etc.）20。
発電用原子炉の現状はどうであろうか。
2013 年８月現在で、日本には運転開始から
30 年以上経過している発電用原子炉は 17 基あ
る。そのうち３基は 40 年以上経過している。
参考までに、示すと以下のようである。
原電敦賀１号 43 年、関電美浜１号 42、同２号
40、中国島根１号 39、関電高浜１号 38、九州
玄海１号 37、関電高浜２号 37、同美浜３号
36、四国伊方１号 35、東電福島第１の５号
35、原電東海第２号 34、東電福島第１の６号
33、関電大飯２号 33、九州玄海２号 32、四国
伊方２号 31、東電福島第２の１号 31。下線は
難燃性 cable 使用 21。
2013 年７月施行された『改正原子炉等規制
法』によれば、運転開始から 40 年経過した炉
は原則、廃炉とするので、５年後までには 11 基、
10 年後までには 17 基、が閉鎖になる。さらに
条件：filter-vent を設置する事（この点、再稼
働について PWR は BWR より有利。再稼働申
請（2013 年７月）は PWR12 基のみ。）。原子
炉直下に活断層がない事。また、難燃性 cable
を使用する事など。
これら（Vent 設置、cable 交換）は多額の投
資を要し、工事期間も年単位となる。再稼働し
ても投資を回収できない炉の場合、廃炉にせざ
るを得ない。40 年で廃炉、が原則となれば、
間もなくその 40 年になる炉の改修は経済的に
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無意味となる。いずれにしても、エネルギー政
策の長期的展望を示さねばならない。その際と
くに重要なのは国がいかなる役割を果たすかで
ある。（現在 2013.10.31. 基本方針を政府は示し
ていない。）
他国の例。
英国。使用済み核燃料の再処理は止めており、
直接処分方式。Energy Act 2004 年。2005 年
に Nuclear Decommissioning Authority 原子力
廃止措置機関、設立。
国有だった原発を 1990 年民営化したが、順
次、老朽化してくる炉の廃炉処理を、この
NDA が担当する。2013 年で 30 基の老朽炉を
所有している。マグノックス炉の場合。1960
年運転開始。2000 年燃料取り出し。2090 年管
理期間を終え解体撤去へ。このように廃炉処理
工程を早期に開始した英国でも、炉の解体処理
に至るのは 2090 年、現在（2013 年）から見て
77 年後である。いかなる技術的突破がその間、
発生するか不明である。天然ガス火力発電で、
最新鋭のコンバインド・サイクル方式の Plant
では電力への変換効率は 60-61％という。しか
も電力の大量消費地の近傍に建設できる。原発
より、はるかに低コストになる。
最終処分場。
2013 年現在、最終処分場を決定し建設中な
のはフィンランド１国のみである 22。アメリカ
の関係者と日本の官僚がモンゴルを訪問して、
モンゴルに核の最終処分場建設を提案し、結局、
沙汰止みになった。このことの経緯は毎日新聞
の会沢記者が報道し、2011 年ボーン賞を受賞
した 23。日本でも青森県は六ヶ所村の再処理工
場が最終処分場となることは拒否している。ア
メリカではユッカマウンテンに一時決まった
が、地元住民の反対で撤回されたという。
６．暫定的なまとめ
原発のバックエンド・コストは分かっていな
いのである。廃炉、使用済み核燃料の再処理、
核廃棄物処理場建設、等。最初に原発廃炉処理
等のスキームを具体化した英国でも上記の通
り、処理を始めた最初の炉の処理を終える予定
が 2090 年なのである。原子力発電を国のエネ
ルギー政策の中で如何に位置付けるか、未だ不
明のままである。
１　元自由民主党総裁で元首相である小泉純一郎
氏が明確に、直ちに脱原発を主張して注目さ
れた。毎日新聞　2013 年８月 26 日。他に、自
由民主党内でも原発再稼働は慎重にすべきだ、
という国会議員らも少数存在する。朝日新聞、
2013 年 10 月５日。
２　日向健、原子力損害の賠償に関する法律と原
子力基本法、及び、核廃棄物処理場について、
「経営情報学論集」、山梨学院大学、第 19 号
2013 年２月。43～50 ページ。
３　同上、45 ページ。「ジュリスト」、1961 年 10
月 15 日。13 ページ。なお、「私法」、22 号。
1960 年。44～83 ページ。も参照。
４　日本経済新聞、2013 年 10 月 10 日。
５　日本経済新聞　2013 年 10 月 13 日㈰。
６　2013.06.10．2013.06.12.JST. 　2013.06.08. 共同。
閲覧は 2013.10.11．日本経済新聞 2013 年 10 月
18 日によると以下のようである。蒸気発生器
の不具合から、結局、原発再開が不可能にな
り廃炉に決定。廃炉を含めて、同社は三菱に
40 億ドルの賠償請求を行っている。三菱重工
側は契約上限額が１億 3700 万ドルである、と
主張し、相手側への反対請求を行うとのこと
である。40 億ドルは約 4000 億円（2013 年）
で三菱重工の年間最終利益（2013 年３月期
973 億円）の４倍にあたる。
７　伊東光晴、経済学から見た原子力発電、「世界」、
福島原発事故と原発の廃炉等（日向　健）
－ 30 －
2011 年８月号。177 ページ。
８　毎日新聞　2013 年 10 月 12 日。
９　同上から詳しく経過を紹介しておく。東芝が
買収するのは「ニュージェン」。これは仏エネ
ルギー大手 GDF スエズとスペイン電力大手イ
ベルドローラの折半出資企業。後者の全株式
と前者の株式の一部取得を目指すという。同
社は英国内に拠点を置き、中部セラフィール
ドに計 360 万 KW の原発新設を計画しており、
2023 年までに稼働を目指している。
　　　セラフィールドはウィンズケールの事。こ
の地の黒鉛減速炉で 1957 年原子炉事故として
は世界初の重大事故が発生している。我妻専
門委員会のメンバーだった杉村氏の発言にも
この事故が出てくる、原子炉の重大事故なの
で当然、その事故処理を参照したわけである。
「ジュリスト」、1961 年 10 月 15 日号、（前出、
注３）、22 ページ。
　　　なお、東芝は WH と合わせると世界で原発
112 基を建設しており、世界シェア約 30％で
世界一位。2012 年度、東芝の原発事業売上は
約 5000 億円。2017 年度までに 29 基の原発受
注を目指し同 8000 億円を目指しているとい
う。　
10　Peakoil を既に通過してしまっている、という
指摘もある。ならば石油、ガス価格は上昇一
途と思われるが、shale gas/oil 革命でガス価
格はアメリカで低下してきているようだ。
　　　Murry, J. and King, D. “Oil’s tipping point 
has passed”， Nature, 26.Janu. No.481. pp.433-
435.
　　　皮肉にも Shale gas,oil 革命がピーク・オイ
ルのすぐ後に始まったわけである。勿論この
「革命」も不確定である。中国内陸部に大きな
鉱床があるといっても、水がないと掘れない。
また shale gas についての多くの情報は信憑性
に疑いがあるとの報道もある。毎日新聞 2012
年９月５日。参照。
11　毎日新聞　2013 年 10 月 12 日㈯。
12　日本経済新聞　2013 年 10 月 13 日㈰。
13　小嶋　稔、天然原子炉と福島原発事故―地球
化学者黒田和夫の遺したもの、「図書」、2013
年７月号。２ページ。
14　同上、６ページ。とはいえ、事故炉の冷却に
真水が間に合わず海水を使用しようとした故
吉田所長（当時）が東電本店の意向に反して、
海水注入を実行したことは記憶している人も
多いだろう。
15　小嶋、同上、７ページ。
16　小嶋稔、羽場麻希子、「福島原発再臨界の可能
性」―オクロ天然原子炉の教訓。
　　　同、福島第一原子力発電所事故：再臨界の
可能性は？―オクロ天然原子炉の教訓、「科
学」、2012 年 12 月。Vol.82、No.12。
　　　同、福島原発再臨界の危惧とその対策　地
球科学からの提言、Japan Geoscience Union 
Meeting, 2013. （May 19-24 2013 at Makuhari, 
Chiba, Japan.）
17　毎日新聞 2013 年８月 8 日。
18　日本経済新聞 2013 年６月１日。
19　前出、注 10 参照。
20　槌田敦、「資源物理学入門」、NHK 出版。1 982
年。82 ページ。
　　　拙稿、注２も参照。
21　読売新聞 2013 年５月 31 日。
22　拙稿。注２参照。
23　同上。
